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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、企業活動を行う前提として、「株主」、「顧客等取引先」、「従業員」、「地域社会」等のステークホルダーの皆様との円滑な関係を構築する
とともに、その構築に当たっては、健全性、透明性及び効率性を確保いたします。

当社はこれらの活動の上に、利益の向上と企業価値の継続的な増大を目指すとともに、株主の皆様の権利確保をはじめステークホルダーに対す
る責務やその責務に関する説明責任を果たしていくこととしております。

そのためには、透明で公正かつ迅速で果断な意思決定及び業務執行を支える経営体制、経営組織及び経営システムといった企業活動を律する
内部統制の枠組みを継続的に改善し、整備していくことをめざしてまいります。

当社は会社規模を勘案し、取締役会設置会社かつ監査役会設置会社としております。また、経営監督機能と業務執行機能の役割分担を進めて
いく体制として執行役員制度を採用しております。なお、国内子会社及び主要な海外子会社の責任者等役員の一部については、当社の執行役員
または当社の幹部社員が兼務する体制としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードに制定されている原則について、すべて実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　いわゆる政策保有株式】

1．政策保有株式に関する方針

当社が行う事業において、様々なステークホルダーとの協力関係が必要と考えており、取引・協業関係の構築・維持・強化のための手段の一つと
して他社の株式や持分を取得・保有する場合があります。

その際は、取引先個社ごとに、事業上の関係や株式保有の目的・経緯・効果・リスク・コスト等を総合的に勘案し、当社の中長期的な企業価値の
向上を見据え、政策保有株式として取得または保有する方針としております。

なお、毎年、保有株式ごとに、今後の状況変化に応じて保有の適否を判断し、その妥当性や許容性が認められないと考える場合には縮減等の見
直しを進めることとしております。

2．政策保有株式に係る検証の内容

当社は、政策保有株式について、毎年、保有株式ごとに、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているかを検証するとともに、取引関係の
強化、経済合理性及び取引先の将来動向等を適宜考慮し、その保有意義や保有目的に沿っているかを基に精査することとしています。

その上で、この精査した内容を取締役会に報告し、モニタリングを受けた結果、すべての保有株式について保有の妥当性があることを確認してい
ます。

3．政策保有株式に係る議決権行使基準

当社は、発行会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上につながることを前提にして、適切な議決権行使を目指しております。

その上で、実際の議決権の行使に当たっては、議案の内容が当社の株主価値を毀損するものではないかといった点に加え、発行会社の状況や
当社との取引関係等を踏まえて、当社の中長期的な企業価値の向上に資するか否かという観点から、議案に対する賛否を総合的に判断すること
としております。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

当社は、取締役会規則において、当社役員によるいわゆる関連当事者間の取引またはその恐れのある事態に関して、これに関与する可能性の
ある取締役または監査役は、事前に取締役会事務局に対し、その妥当性を告知することとしております。

また、当社が主要株主等と取引するに当たっては、価格その他の取引条件について個別に交渉の上、一般取引先と同様の条件に従っておりま
す。

これらの手続きに関しては、事前に社内決裁を受けた上で実行するべく管理体制を確立しております。

また、親会社または主要株主と少数株主との利益相反が生じ得る取引・行為について、少数株主の保護を図るため、取締役会の諮問機関として
「特別委員会」（取締役会決議により選定された3名以上の社外役員のみで構成され、独立社外取締役から選定されることを基本とする。）を設置
し、取締役会に対して諮問事項を答申しております。

【補充原則2-4-1　中核人材の登用等における多様性の確保】

1．多様性確保の考え方

当社は、経営環境の変化と世界中の顧客のニーズに対応し、常にスピードをもって事業創造するためには、多様性を尊重し、違いを活かすことが
創造と成長の源泉であると考え、経営理念及びコンプライアンス規程を踏まえた行動倫理規範である「CODE10」に、その考えを示しており、有価
証券報告書において人的資本に関する項目を記載しています。人種、国籍、性別、年齢が異なる人々が活き活きと協業する多様性が確保され、
全ての役職員間及び組織内のあらゆる階層における平等な機会とオープンなコミュニケーションが促進されることを目指し、人材育成、職場環境
整備等に積極的に取組んでいきたいと考えております。環境整備については、CODE10に従い、多様性のあるオープンな職場環境を促進する事を



目指し、すでに取り組んでいる育児介護等の両立支援制度等、中長期的なキャリア形成に貢献する支援制度等の環境整備を進めてまいります。

また、人財育成を推進するにあたっては、「多様な価値を尊重し、国境に関係なく、モノづくりのパートナーとして社会に貢献できる人材を育成する
こと」を人材育成方針の一つとして掲げており、引き続き、これら方針に沿った階層別研修をはじめとする各種教育施策、及び海外派遣を含む定
期ローテーションの強化を図ってまいります。

2．女性役職員の登用

女性役職員の登用については中長期の目線で、各世代層のパイプライン形成とキャリア意識醸成及び環境整備に継続的に取り組み、将来的に
経営の意思決定に関わる女性役職員を増やすため、2030 年度には下記とすることを目指します。

　・総合職女性社員の採用比率を30％とします。（2023年3月末現在：27.8％）

　・総合職の女性社員比率を15％とします。（2023年3月末現在：6.8％）

　・女性管理職比率を5％とします。（2023年3月末現在：1.9％）

3．外国人材の登用

グローバルに活動している当社は、従前より国籍による差のない人事制度を運用し、国籍に捉われない採用活動・教育を実施しております。グ
ローバル化がますます拡大する傾向であることから、引き続き外国人財の登用を強化してまいります。

海外においては、各海外現地法人の経営幹部及び管理職ポストへの登用、近年は現地子会社の人事制度の整備、教育施策等も進めておりま
す。今後、グローバルでの競争優位の実現に向け、人材育成の強化、人事制度の整備等を進め、「2030年代までには海外現地法人の上級管理
職に就く外国人材については、2021年3月末を基準として28名から50名程度」にすることで経営の意思決定に関わる外国人材を増やし、グローバ
ルビジネス推進を加速してまいります。

4．中途採用者の登用

中途採用者の登用に関しては、当社の「行動倫理コード10カ条“CODE10”」に示している多様性の効果を実現するため、様々なバックグランド、専
門性等を有する人材を、積極的に中途採用をしており、管理職の中途採用者比率は60％以上、役員においては70％以上の水準を占めておりま
す。

今後も引き続き、「総合職に占める中途採用者比率50％程度」を維持し、経営人材、専門人材を確保するとともに、人種、国籍、性別、年齢等の異
なる多様な人材の確保に努めてまいります。一方、新卒採用についても、年齢ピラミッドの維持、組織文化及びノウハウの継承等、中核人材育成
の土台を醸成する観点から、同程度実施してまいります。

【原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、確定給付企業年金制度の適正な運営と、適切な管理業務を行うため、コーポレート本部内に必要な経験や資質を備えた人材を配置して
おり、当該人材に対して継続的な研鑽機会の確保に努めています。運用全般の健全性については、年金資産の運用に関する基本方針を策定す
るとともに、年金資産の管理・運用委託機関から定期的に報告を受け、社内に公開しています。

また、当社は、従業員の年金資産については、適切な管理・運用を委託することのできる機関として、運用経験や実績及びスチュアードシップ・
コードへの対応状況等を含め総合的に判断し、複数の機関を選定しております。

なお、個別の投資先選定、運用指図及び議決権行使については、各運用委託機関に一任することで、企業年金の受益者と会社との間に利益相
反は生じないものと考えています。

【原則3-1　情報開示の充実】

1．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

経営理念等は当社ホームページにおいて、経営戦略並びに計画は決算短信及び決算説明資料等にて、それぞれ開示しております。

＜ご参照＞

経営理念等 http://www.elematec.com/info/profile.html

経営戦略並びに計画

（経営戦略）　http://www.elematec.com/ir/management.html

（決算短信）　http://www.elematec.com/ir/lib/lib1/

（決算説明資料）　http://www.elematec.com/ir/lib/lib5/

サステナビリティへの取り組み　http://www.elematec.com/sustainability/sustainability.html

2．ガバナンスに関する考え方・基本方針

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

有価証券報告書「第４【提出会社の状況】、４【コーポレート・ガバナンスの状況等】」及び本コーポレート・ガバナンス報告書Ⅰ「１．基本的な考え
方」をご参照下さい。

コーポレート・ガバナンスに関する基本方針

（1）株主の権利・平等性の確保

当社は、株主の実質的な平等性を確保するとともに、株主の適切な権利行使に資するため、関連法令に準拠した株式実務対応に加え、株主の投
資判断及び株主共同の利益確保に有用な情報開示を適時適切に行っております。

（2）株主以外のステークホルダーとの適切な協働

当社は、当社の長期的な企業価値向上のために、株主のみならず、当社の従業員、得意先、仕入先、債権者、地域社会その他の様々なステーク
ホルダーの利益を考慮いたします。

また、当社は、取締役、執行役員及び従業員等が常に倫理的に行動することを確保するため、取締役会が承認する就業規則、コンプライアンス規
程において、倫理を含む行動基準を定め、社内開示しております。

さらに、グループ各社についても、当社と同様に就業規則及びコンプライアンス規程を各社ごとに定め、その内容を当該会社の役員及び従業員等
に対して、周知・啓蒙しております。

（3）適切な情報開示と透明性の確保

当社は、情報開示を重要な経営課題として捉え、株主をはじめとするステークホルダーから理解を得るために、適切な情報開示による透明性の確
保が必要不可欠と認識しております。

そのため、法令に基づく開示を適宜適切に実施するとともに、任意開示事項につきましても、株主との建設的な対話が図れるよう積極的に情報を
開示し、また株主の投資判断に有用な情報を提供しております。

なお、取締役会において決議した事項におきましては、財務情報をはじめ、経営戦略、経営課題及びその他の非財務情報についても、株主等の



ステークホルダーにとって有益かつ有用な情報を積極的かつ具体的に提供するべく対応しております。

（4）取締役会の責務

取締役会は、長期的な企業価値の最大化を通じて、全ての株主のために、効率的かつ実効性のあるコーポレート・ガバナンスを実現し、それをも
とに、当社が持続的な成長を遂げ、更なる企業価値の増大を図ることが、株主からの付託に応えるものと考えております。

これらを実現するため、経営方針に基づいた中期経営戦略を策定しております。

その中期経営戦略の達成に向け、取締役会においては、様々なリスクに対する議論や審議を活性化させ、一方で、業績達成のインセンティブの
一助として、業績連動賞与を支給するなど、取締役の適切なリスクテイクを支えるための環境整備にも努めております。

独立社外取締役は、取締役会に上程または取締役会で決定された経営戦略またはそれに係る損益見込みに照らして、当社の経営の成果及び経
営陣のパフォーマンスを随時検証及び評価し、全ての株主共同の利益の観点から、現在の経営陣に当社の経営を委ねることの適否について判
断し、経営を監督することを役割の一つとしております。

また、独立社外取締役は取締役会に対する監督機能を発揮することに加え、任意の諮問機関の委員として、取締役会から諮問を受けた事項につ
いて、協議を重ね意見形成を行い、取締役会に答申することで、更なるコーポレート・ガバナンスの向上を図っております。

（5）株主との対話

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のためには、常日頃から株主と積極的な対話を行い、株主の意見や要望を経営に反映させ、
株主とともに当社を成長させていくことが重要と認識しています。

毎年の株主総会においては、事業報告等の説明が終わった後、議案の採決前に、株主との質疑応答の時間を十分に設け、当社の経営状況、経
営計画、業績の詳細説明等、多岐にわたる説明をして理解の浸透を図っております。

また、機関投資家向け説明会の開催に加え、個人投資家向け説明会にも参加するなど、株主や投資家との対話機会を積極的に設けております。
さらには、年に2回発行する事業報告書～Business Report～発送時（期末の事業報告書は招集通知と統合）に株主アンケートを同封し、その結果

を業務執行取締役に回付した上で、株主が要望する意見や提案について情報共有を図り、株主や投資家とのコミュニケーションの充実に努めま
す。

加えて、株主との対話の状況について、代表取締役、業務執行役員等が参加するマネジメント会議にて報告しており、そうした取り組みを通じて、
株主からの意見も踏まえた議論が行われるよう努めております。今後、取締役会へも適宜共有してまいります。

3．経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続き

(方針)

取締役報酬は、株主総会で決議承認を受けた役員報酬年間総額の範囲内で、取締役会において、毎年審議の上決定しております。報酬水準
は、優秀な人材の確保並びに登用、企業価値の増大に向けた貢献意識の高揚に資するよう、外部専門機関の調査データ等を参照するなど、客
観的なベンチマークを用い、役位ごとに設定しております。報酬制度は、下記の点に留意し、当社経営方針の遂行と業績向上へのインセンティブ
を考慮した報酬体系としております。

・中長期的な業績向上と企業価値増大に向けた貢献意識を高める報酬構成とすること。

・業績連動報酬の算定は、透明性、客観性及び継続性を確保する指標を用いること。

なお、中長期的な企業価値向上へのインセンティブになるよう、必要に応じて適宜見直しを行ってまいります。

(手続き)

取締役報酬の額またはその算定方法の決定に関する方針の決定権限は、当社取締役会が有しておりますが、経営陣幹部・取締役の指名及び報
酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を確保し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るため、取締役会の諮問機関として委員の過半数
を独立社外取締役で構成する「指名・報酬委員会」を2022年4月に設置しております。その手続きの概要は下記の通りであります。

　・代表取締役社長は、取締役報酬の算定方法の決定に関する方針案を確認した上で、毎期、当該方針の内容に従い、株主総会で決議された年
間総額の範囲内で、取締役ごとの個別報酬額案について試案を策定し、取締役会に提案する。

　・取締役会は、その試案の説明を受け、当該委員会に諮問を行うことを了承する。

　・当該委員会は、取締役会からの諮問事項に関する審議を行った上で、取締役会に対し答申を行う。

　・代表取締役社長は、豊田通商株式会社との間で締結している資本業務提携契約に基づく所定の手続きを行う。

　・当該手続きの完了後、代表取締役社長は当該委員会に最終報告を行い、その上で、当社取締役会の議案として取締役会に上程する。

　上記の手続きを経て、取締役会は最終的な審議を行い、経営陣幹部及び取締役の報酬を決定します。

なお、取締役報酬の構成、算定方法については、当社ホームページにおいて開示しております。

　取締役報酬の構成、算定方法：http://www.elematec.com/info/governance_system.html

4．取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

経営陣幹部及び取締役・監査役候補については、経営陣及び取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスを考慮し、企業経営や企業管理
または特定の専門分野についての一定の経験や知見を有し、それに基づく的確かつ迅速な意思決定が実施できること、並びに各個人として人格
に優れ、法令及び企業倫理の遵守に徹する見識を有することを基準として、代表取締役が原案を策定し、取締役会において審議を行い、総合的
に選任・指名しております。

なお、取締役及び監査役については、会社経営の観点から当社グループにとって重要と考えられるスキル分野を6項目として規定し、スキル・マト
リックスとして招集通知の参考書類に掲載しております。また、選任・指名手続きの更なる公正性・透明性の確保のため、「指名・報酬委員会」にお
ける諮問・答申手続きを経ることとし、最終的に取締役会において審議を行った上で候補者として選任・指名しております。

一方、経営陣幹部及び取締役・監査役が、不正または不当な行為を行った疑いが生じた場合並びに健康上の理由から職務の継続が困難となっ
た場合の解任については、取締役会で審議の上、株主総会へ提出する議案として決定します。

5．経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の個々の選解任・指名についての説明

当社は、経営陣幹部の選解任については、当社ホームページその他の開示媒体を通じて、適宜、情報を開示します。また、取締役・監査役候補者
の指名については、株主総会招集通知に個人別の経歴及び個別の指名理由を記載して開示しております。

なお、取締役、監査役の任期中の解任提案については、株主総会参考書類等において、解任理由等を開示します。

【補充原則3-1-3　サステナビリティについての取り組み】

当社グループは、サステナビリティ基本方針において「地球環境に配慮したビジネスの展開及び社会課題への取り組みを、リスク対応と同時に重
要な事業機会であると捉え、事業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献し、企業価値の向上を目指す」と定め、持続可能な社会の実現に向
けた取り組みを推進しております。当社ホームページ上のサステナビリティページにて、環境・SDGsへの取り組み及び人権方針等を開示しており、
今後も開示情報の拡充に努めてまいります。　

更に、中期経営戦略において、事業展開、戦略投資、人財の育成、ガバナンスの強化についての基本戦略を策定してホームページや決算説明資
料などに記載しております。人的資本については、その方針を有価証券報告書に記載しております。多種多様な得意先・仕入先とのネットワーク
や、企画開発・設計、品質管理等のノウハウを当社の重要な知的財産として捉え、今後も上記の基本戦略に基づき、販売チャネルの拡充や機能



強化に向けた戦略投資を推進してまいります。

また、2022年4月には、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設置し、社会及び当社グループが直面する課題に対し、事業活
動を通じて優先的に取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を特定いたしました。当該委員会の直下にマテリアリティを軸としたワーキンググルー
プを配し全社横断的な取り組みを推進しております。気候変動関連課題への対応については、重要な社会課題として認識しており、TCFDまたは
それと同等の枠組みに基づいた開示を行っており、今後も開示情報の拡充に努めてまいります。また、脱炭素社会の実現に向けた方針として、当
社グループの2021年度におけるScope1＋Scope2のGHG排出量を基準に、2050年度にカーボンニュートラルとする目標を策定の上、ホームページ
に開示しております。

http://www.elematec.com/sustainability/

【補充原則4-1-1　経営陣への委任の範囲】

当社において、取締役会は、法令または定款で定められた事項のほか、「取締役会規則」等の諸規程に定められた経営に係わる重要事項の意思
決定を行うとともに、業務執行の監督を行う機関として位置づけております。

これらにより、経営に及ぼす重要度により項目毎に金額基準等を定め、取締役会への付議基準を設けることで、付議基準に満たない事項の意思
決定及び業務執行については、経営陣へ委任することが明確化されております。

また、業務執行機関として、2022年4月に設置したサステナビリティ委員会のほか、マネジメント会議、本部長会議、営業本部長会議等の会議体を
設け、重要課題の審議や検討の充実を図るとともに、部店長会議、営業会議など、組織横断的な各種会議体を通じて、重要課題に対して様々な
観点からの検討・モニタリング・情報共有を図っております。

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に基づいて独立社外取締役の候補者を選定しております。

【補充原則4-10-1　独立した諮問委員会の設置による独立社外取締役の適切な関与・助言】

当社は、独立社外取締役の員数が取締役会の過半数に達していない状況下において、経営陣幹部・取締役の指名及び報酬等については、親会
社と協議を行った上で取締役会にて審議を行い決定しておりますが、経営陣幹部・取締役等の指名及び報酬等に関する手続きの公正性・透明
性・客観性を確保し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るため、取締役会の諮問機関として「指名・報酬委員会」を2022年4月に設置しておりま
す。

当該委員会構成の独立性に関する考え方、権限及び役割等については本報告書「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織そ
の他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　1．機関構成・組織運営等に係る事項　指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委員会の有
無」の各事項に記載の通りであります。

【補充原則4-11-1　取締役会の多様性等の考え方】

当社取締役会は、現在9名の取締役で構成されております。その内訳として、業務執行を行う代表取締役のほか執行役員を兼務する取締役、親
会社の役職員を兼務する非業務執行取締役及び独立社外取締役と、バランスのとれた構成としております。

また、当社監査役会は、常勤監査役1名、独立社外監査役2名及び親会社の役職員を兼務する監査役1名の計4名の監査役で構成されておりま
す。

業務執行取締役は現場とのつながりを重視した陣容を基本とし、親会社の役職員を兼務する非業務執行取締役及び監査役は、いずれも親会社
における現場や管理部門での豊富な業務執行経験を有する者から候補者が選ばれております。

また、社外役員は法務、財務、経理の専門職または企業内における職務経験者、もしくは企業の上級管理職や経営陣としての経験を有する者か
ら候補者を得ることとしております。

このように多様な知見・経験を有する候補者を選定し、取締役会における審議及び意思決定において、会社経営の観点から、当社グループにとっ
て重要と考えられるスキル分野を6項目として規定し、スキル・マトリックスとして、2021年6月開催の第75回定時株主総会に係る招集通知の参考
書類へ掲載しております。

なお、これら考え方については、有価証券報告書「第4【提出会社の状況】４【コーポレート・ガバナンスの状況等】（１）【コーポレート・ガバナンスの
概要】」、東京証券取引所に提出するコーポレート・ガバナンスに関する報告書、株主総会参考書類【役員選任議案】において公開しております。

【補充原則4-11-2　取締役・監査役の兼任状況】

取締役及び監査役の他社での兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレート・ガバナンスに関する報告書等を通じ、毎年開
示を行っております。

当社の取締役は9名（親会社の役職員を兼務する非業務執行取締役2名、社外取締役3名）でありますが、業務執行取締役4名は当社グループ以
外の他の上場会社の役員は兼任しておらず、取締役の業務に専念できる体制となっています。

当社の監査役は4名（常勤監査役１名、親会社の役職員を兼務する監査役1名、当社グループ以外の他の上場会社の社外役員を兼任している社
外監査役1名、過去に当社グループ以外の他の上場会社の常勤監査役を経験した社外監査役1名）ですが、このうち、常勤監査役は、他社の役員
は兼任しておらず、当社の監査役の業務に常時専念できる体制となっております。

【補充原則4-11-3　取締役会の実効性分析、評価、その結果の開示】

当社取締役会は、業務執行に関する意思決定を行うことを主な機能としており、構成メンバーは、業務執行取締役4名、親会社の役職員を兼務す
る非業務執行取締役2名、社外取締役3名、社外監査役及び監査役4名となっております。

当社の企業価値の向上と株主共同の利益を高めるため、構成メンバーにおいては、知識・経験・能力・専門性・バックグラウンドといった多様性と
バランスを重視しております。

このような構成のもと、当社取締役会は、取締役会全体としての実効性に関する分析・評価のため、全取締役及び全監査役を対象に、取締役会
の構成・運営・議題や支援体制等についてアンケートを実施しております。

その上で、各人から提出された当該アンケートを集計し、取締役会の実効性評価の結果を取締役会に報告しております。

当該評価の結果及びその結果を受けての改善取り組みについては、毎期、事業報告「２．会社の現況（３）会社役員の状況⑥取締役会の実効性
評価について」にてその概要を開示することとしております。

取締役会は、今後も引き続き闊達な議論及び適正な審議を通じて監督機能を果たす役割を担い、更なる実効性を確保するとともに、ガバナンス体
制の強化に取り組んでまいります。

【補充原則4-14-2　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社では、取締役・監査役就任者向けに、個々の経歴に応じて、当社の事業、財務、組織、法的知識等に関し、必要な知識の説明及び習得の機
会を設けるとともに、第三者機関等の外部研修も活用することで、取締役・監査役に求められる役割と責務を十分に理解する機会を提供しており
ます。

また、その後も継続的にこれらの更新を目的として、個々の取締役・監査役に適合した説明の機会や研修の場の提供・斡旋を行い、その費用の支
援を行っております。

当社は、役員研修会として、その時々の時勢を鑑みたテーマ等を選定した上で年2回程度開催してまいります。



【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

当社では、IR担当取締役を配置するとともに、経営企画・人財開発部をIR担当部署としています。

IR担当取締役は、コーポレート本部のIR活動に関連する部署を管掌し、日常的な部門間の連携を図っております。

経営企画・人財開発部は、投資家からの電話取材や株主からの問い合わせに対応し、アナリスト・機関投資家向け決算説明会を開催し、IR担当
取締役が説明を行っております。

機関投資家との対話の際は、決算説明会やスモールミーティングを問わず、当社の持続的成長、中長期における企業価値向上に関わる事項を対
話のテーマとしております。

また、株主向けに年2回事業報告書～Business Report～を配布し、加えて、中間・期末時にアンケートを実施しております。（期末は招集通知と統

合）

さらに、当社ホームページ上にＩＲ担当への問い合わせサイトを設け、適宜、適切な回答を迅速に実施しております。

なお、株主から面談の依頼を受けた場合、株主の面談目的や面談を行う株主の株式保有状況等を勘案し、社長やIR担当取締役が面談に対応す
る場合もあります。

これらの活動により、投資家や株主から望まれる意見や要望を吸い上げ、今後の経営課題として継続的に検討を行う体制としております。

決算説明会の開催状況、結果及びアンケートの集計内容、株主との対話において把握した株主の意見・懸念事項等については、経営陣等に概要
報告を行い、取締役や監査役との情報共有を図っております。

株主との対話に際しては、社内規程に則り、インサイダー情報の管理に十分留意しております。

2023年3月期に当社が行った株主との対話の実施状況は、以下の通りです。

【主な対応者】

・代表取締役社長、IR担当取締役、コーポレート本部長及び経営企画・人財開発部

【対話を行った株主の概要】

国内機関投資家16社　海外機関投資家5社、合計21社 と個別面談 を32回実施いたしました。

また、機関投資家向け決算説明会を2回実施し、国内機関投資家22社にご参加いただきました。

加えて、個人投資家向けのWEB説明会を2回開催し、1,000名以上の多数の投資家にご参加いただきました。

【対話の主なテーマ、株主の関心事項】

　■M&A戦略について

　■株主還元の取り組み

　■他社との差別化、当社の強み

以下に、株主から気づきが得られた対話や、経営陣等の説明により株主の理解を得られた対話の事例を記載いたします。

①M&A戦略

当社では、M&Aについて常時検討を行い、当社とのシナジー効果が見込める案件があれば、積極的に実行していきたいと考えております。M&Aを
通じた企業価値の向上について、多くの投資家と対話を行い、その目的となる新たな商材、商権の獲得、優秀な人財の獲得に向けた方針につい
て説明したところ、その内容についてご理解いただけたものと認識しております。

当社は2023年３月期から、M&Aへの取り組みをより一層強化することを目的に、社内検討体制の整備を行っており、今後のさらなる企業価値向上
に向けて取り組みを進めてまいります。

②株主還元

当社は株主に対する利益配分を経営の重要課題と位置づけ、2020年３月期より配当性向(連結)を30％から40％へ引き上げる等、積極的に株主
還元を行ってまいりました。多くの投資家からは、当社の還元方針についてご評価いただいておりましたが、一部で現預金の効率的な活用につい
てご意見がありました。

そうしたご意見も踏まえて、今後の中長期的な業績の見通しや投資計画に基づくキャッシュ・フローの状況を勘案した結果、株主還元をより一層強
化すべく、2024年3月期より配当性向(連結)を40%から50％へ引き上げることといたしました。加えて、これまで配当性向のみの指標でしたが、一時
的な業績悪化時にも安定した配当を実施することを目的に、DOE(純資産配当率)の指標を同時に導入することとしました。

③他社との差別化ポイント、当社の強み

多くの投資家より、当社のビジネスモデルや戦略について対話を行いましたが、それらについて、他社との差別化ポイントや当社の強みについて、
より一層の情報発信を行うべきとのご意見をいただきました。こうしたご意見を受け、投資家の皆様に当社をより理解していただけるよう説明資料
を追加・工夫するなどし、また個人投資家向け説明会への参加も増やしてまいりました。加えて、現在、非財務情報の開示充実化に向け、HPのリ
ニューアルや、統合報告書の製作にも取り組んでおり、情報発信の拡充を図る取り組みを進めております。

今後も、当社に対する理解が深まるよう、積極的な情報発信に努めてまいります。

【株主の意見等の経営陣や取締役会に対するフィードバック】

　当社は、株主との対話の状況について、代表取締役、業務執行取締役等が参加するマネジメント会議にて報告しており、そうした取り組みを通じ
て、株主からの意見も踏まえた議論が活発に行われるよう努めております。今後、取締役会へも適宜共有してまいります。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】　【英文開示有り】

当社グループの資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応については、当社ホームページに開示しております。

http://www.elematec.com/ir/pdf/a54828f13d0e6825577703da706e299ec0bf3560.pdf

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）



豊田通商株式会社 24,005,800 58.63

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,378,700 5.81

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND (PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO) 2,111,406 5.16

エレマテック社員持株会 1,089,175 2.66

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 780,500 1.91

大阪中小企業投資育成株式会社 583,800 1.43

BBH FOR FIDELITY GROUP TRUSTBENEFIT (PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO) 306,005 0.77

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT 282,489 0.69

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 157,171 0.38

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 113,542 0.28

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 豊田通商株式会社　（上場：東京、名古屋）　（コード）　8015

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社の親会社である豊田通商株式会社は、前事業年度末現在、当社株式24,005,800株（議決権比率58.64％）を保有しており、当社は同社の連結
子会社となっております。なお、同社と当社の間では、2011年8月1日付で、両社の事業上の提携等を行うことで、両社のシナジーを実現し、それぞ
れの企業価値を向上させることを目的として、資本業務提携契約を締結しております。当該契約においては、少数株主を含む当社の株主共同の
利益を図ることを認識し、これを尊重しつつ取引を行うこととしております。また、会社法で規定された少数株主権等の行使については、株式取扱
規則に定められた行使手続きに則り、その権利行使が円滑に行えるよう努めております。

親会社等との取引に際して当社は、取締役会規則において、これに関与する可能性のある取締役または監査役は、事前に取締役会事務局に対
し、その妥当性を告知することとしております。

また、当社が主要株主等と取引するに当たっては、価格その他の取引条件について個別に交渉の上、一般取引先と同様の条件に従っておりま
す。

これらの手続きに関しては、事前に社内決裁を受けた上で実行するべく管理体制を確立しております。

なお、当社の事業活動は、親会社等との取引に大きく依存する状況にないことから、当社は、親会社等からの一定の独立性が確保されていると認
識しております。

今後、更にこれを強化するため、親会社または主要株主と少数株主との利益相反が生じ得る取引・行為について、少数株主の保護を図るため、
取締役会の諮問機関として「特別委員会」（取締役会決議により選定された3名以上の社外役員のみで構成され、独立社外取締役から選定される
ことを基本とする。）を設置し、取締役会に対して諮問事項を答申しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

豊田通商株式会社は、当該報告書提出日現在において、当社株式を議決権比率にして58.64％保有しており、当社の親会社及び主要株主である
筆頭株主に該当し、当社に対して大きな影響力を持っております。しかし、同社と当社の間で2011年8月1日付で締結した資本業務提携契約にお
いては、同社による当社株式の公開買付け成立後も、当社は株式の上場を維持し、経営における自主性を発揮する方針であることを両社の共通



認識としております。なお、当社においては、親会社からの事業上の制約はなく、独自に事業活動を行っており、当社の事業活動は、親会社グ
ループとの取引に大きく依存する状況にはありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

関　聡介 弁護士

前田　辰巳 他の会社の出身者

谷津　良明 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

関　聡介 ○ ―――

関聡介氏は、弁護士としての豊富な経験と高い
見識に加え、社外取締役就任前に当社の社外
監査役を8年間務めた経験に基づき、経営の意
思決定及び職務執行の妥当性・適正性を確保
するための助言・提言を行っていることから、社
外取締役（重任）としております。また、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないと判断し、
独立役員に指定しております。

前田　辰巳 ○ ―――

前田辰巳氏は、京セラ株式会社において長年
にわたって培った豊富な経験と経営全般に関
する幅広い見識に基づき、経営の意思決定及
び職務執行の妥当性・適正性を確保するため
の助言・提言を行っていることから、社外取締
役（重任）としております。また、独立性の基準
として株式会社東京証券取引所が規定する項
目に該当するものはなく、一般株主と利益相反
が生じるおそれはないと判断し、独立役員に指
定しております。

谷津　良明 ○ ―――

谷津良明氏は、長年にわたる公認会計士とし
ての豊富な監査経験と財務及び会計に関する
専門的な知見に基づき、経営の意思決定及び
職務執行の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行っていることから、社外取締役
（重任）としております。また、独立性の基準とし
て株式会社東京証券取引所が規定する項目に
該当するものはなく、一般株主との利益相反が
生じるおそれがないと判断し、独立役員に指定
しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 1 3 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 1 3 0 1
社外取
締役

補足説明

指名・報酬委員会の考え方、役割等については、以下の通りであります。

１．考え方

当該委員会は取締役等の指名及び報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を確保し、コーポレート・ガバナンスの強化を図ることを目的
としております。委員会は、取締役会決議により選定された３名以上の取締役で構成され、その過半数については社外役員から選定することとし、
社外役員は独立社外取締役から選定することを基本としております。

【委員会の構成】

委員長　関　聡介（社外取締役）

委員　　横出　彰（代表取締役社長）

委員　　小松　洋介（非業務執行取締役）

委員　　前田　辰巳（社外取締役）

委員　　谷津　良明（社外取締役）

２．役割

取締役会の諮問に応じて、以下に記載の事項について審議し、取締役会に遅滞なく答申することにより、委員会としての意見を形成し取締役会に
対して付言を行うこととしております。



３．諮問・答申内容

　①取締役及び監査役候補者の選解任に関する事項

　②親会社が指名する役員候補者案に関する事項

　③上記①及び②に関する株主総会議案上程または監査役会への手続きに関する事項

　④社外役員の独立性基準に関する事項

　⑤後継者計画に係る方針・育成状況に関する事項

　⑥役員報酬設計・構成・水準及び算定方法に関する事項

　⑦執行役員の選解任、報酬に関する事項

　⑧その他取締役会より諮問を受けた事項



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人より、「年間監査計画」の説明を聴取し、「年間監査結果」の報告を受けております。また、常勤監査役は会計監査人の往査
に立ち会い、四半期レビューに関する説明を聴取する等、適宜会計監査人と監査結果の情報を交換し、それらの内容を監査役会において報告し
ております。 なお、常勤監査役は、内部監査部門から監査計画の説明を聴取し、その結果報告を月次単位で受け、必要に応じて内部監査部門の

監査に同行し、それらの内容を監査役会において適宜報告しております。重要性のある監査に関しては、内部監査部門が監査役会で直接その結
果を報告しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

水上　洋 弁護士

大志万　俊夫 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

水上　洋 ○ ―――

水上洋氏は、長年にわたる弁護士としての専
門知識と豊富な経験に基づき、取締役の意思
決定及び職務執行の妥当性・適正性を確保す
るための助言・提言を行うなど、監査機能を発
揮していることから、社外監査役としておりま
す。また、独立性の基準として株式会社東京証
券取引所が規定する項目に該当するものはな
く、一般株主と利益相反が生じるおそれがない
と判断し、独立役員に指定しております。

大志万　俊夫 ○

大志万俊夫氏は、2013年6月まで東レ・ダ
ウコーニング株式会社（現：デュポン・東
レ・スペシャルティ・マテリアル株式会社）
の代表取締役社長として業務執行に携
わっておりました。同社は当社の取引先で
すが、その取引額は当社売上高の１％未
満と僅少であることから、独立性に影響は
ないものと判断しております。

大志万俊夫氏は、東レ株式会社や各社におい
て要職を務めるなど、長年にわたって培った豊
富な業務経験や過去に三洋化成工業株式会
社において常勤監査役を務めた幅広い見識を
背景に、監査業務を遂行していただけるものと
判断したため、社外監査役としております。ま
た、独立性の基準として株式会社東京証券取
引所が規定する項目に該当するものはなく、一
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判
断し、独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に基づいて独立社外取締役の候補者を選定しており、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独
立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

現在のところ、インセンティブ制度は活用しておりません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書、招集通知（事業報告）に、取締役及び監査役の総額を記載しております。

取締役　7名　149百万円　　監査役　5名　27百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

「Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」の【コーポレートガバナンス・コードの各原則に
基づく開示】の【原則3-1　情報開示の充実】における「3．経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続き」をご参照願います。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役または社外監査役の職務を補助する専従スタッフは配置されておりませんが、当社は、社外取締役及び社外監査役に対して、取締役
会決議において重要な議案（会社法案件、投資案件、財産処分案件、保証行為に関する案件等）に関しては、事前に資料を配布または説明する
よう努めております。なお、社外監査役の職務を補助すべきスタッフとして財務経理部員が監査役会事務局を兼務し、コーポレート本部内のその
他部員も監査役の求めに応じて、事務局業務を遂行しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（1）　当社は、「３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由」に記載の理由により、代表取締役のほか、執行役員を兼務する取締
役、社外取締役、非業務執行取締役により取締役会を構成しております。また監査役会は、常勤監査役、独立社外監査役及び親会社の役職員を
兼務する監査役により構成され、内部統制運用管理部門（事業支援部）や内部統制監査部門（内部監査室）及びこれらの部門を担当する取締役
と連携する体制としております。なお、取締役及び監査役は全員男性であります。

（2）　上記の体制のもとに執行役員制度を採用しております。全執行役員出席のもとに本部長等の業務執行状況・グループ全体の活動状況のモ
ニタリング並びに問題点の把握・共有化を月次ベースで行うことを目的として、「本部長会議(代表取締役、全執行役員と本部長等をもって構成さ
れ、代表取締役社長が議長を務める)」を毎月１回開催しております。

（3）　営業及び開発状況の共有化を目的とした「営業本部長会議（代表取締役、営業系及び開発系執行役員と本部長等をもって構成され、代表取
締役社長が議長を務める）」、管理業務の企画調整、報告及び改善・課題事項の共有化を目的とした「マネジメント会議（代表取締役及びコーポ
レート系執行役員と本部長等をもって構成され、代表取締役社長が議長を務める）」を、それぞれ毎月１回のペースで開催しております。

（4）　常勤監査役は、上記会議を含めた社内の機関会議等に出席し、その内容を監査役会において適宜報告しております。また、監査役をサポー
トする機能として、財務経理部員を中心に兼務する形で監査役会事務局を設置しております。

（5）　当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく当期の監査契約をPwC Japan有限責任監査法人と締結しております。2022年度において業務

を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりです。

　・業務を執行した公認会計士の氏名

　　　PwC Japan有限責任監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員：木内仁志、大橋佳之

　・監査業務等に係る補助者の構成

公認会計士　10名、その他　13名

（6）　取締役、監査役及び執行役員の指名及び報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図る
ため、取締役会の諮問機関として「指名・報酬委員会」（取締役会決議により選定された３名以上の取締役で構成され、その過半数については社
外役員から選定することとし、社外役員は独立社外取締役から選定されることを基本とする。）を設置し、取締役会に対して諮問事項を答申する。

（7）　支配株主または主要株主と少数株主との利益相反が生じ得る取引・行為について、少数株主の保護を図るため、取締役会の諮問機関とし
て「特別委員会」（取締役会決議により選定された３名以上の社外役員のみで構成され、独立社外取締役から選定されることを基本とする。）を設
置し、取締役会に対して諮問事項を答申する。



（8）　持続可能な社会の実現に貢献し、企業価値の向上を図るため、サステナビリティ推進に関わる取り組みは「サステナビリティ委員会」（代表取
締役、業務執行取締役、コーポレート本部長と開発系執行役員等をもって構成され、代表取締役社長が議長を務める。）を設置し、定期的にその
活動状況を取締役会に報告する。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、当社グループを取り巻く経営環境の変化に対して、迅速な意思決定、経営と執行の明確化及び経営と執行の相互作用によるグループ経
営の強化を図るため、取締役会設置会社かつ監査役会設置会社としており、執行役員制度を採用しております。また、監査役会設置会社としての
現体制を基礎として、継続的なガバナンス体制の向上を図ることが適当と判断しております。なお、社外取締役は、客観的な視点から当社経営へ
の助言と監督を担うとともに、社外監査役は、取締役と一定の距離にある外部者の立場から取締役会等に出席し質疑応答を行うことにより、取締
役の職務執行についても経営監視の役割を十分に果たしており、当社は現行の企業統治体制が有効に機能しているものと認識しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
当社は、株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保し、適切に議決権を行使すること
ができるように、株主総会招集通知を会社法所定の期日よりも前倒しして発送することに
努めております。

集中日を回避した株主総会の設定 当社は、多くの株主が出席出来るように配慮しております。

電磁的方法による議決権の行使
当社は、2019年6月開催の定時株主総会より、電磁的方法による議決権の行使に対応し
ております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

当社は、2019年6月開催の定時株主総会より、株式会社ICJが運営する機関投資家向け
議決権電子行使プラットフォームへ参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
2021年6月開催の定時株主総会に係る招集通知及びweb開示事項から全文英訳を行い、
和文と併せて当社ホームページへの掲載及び縦覧書類として東京証券取引所に提出し
ております。

その他

　当社の招集通知は期末事業報告書の内容を統合するかたちでビジュアル化を行った上
で、発送に先立ち当社ホームページに掲載しております。また、株主総会開催時に、報告
事項・議案等について、スライドを作成し株主により平易にわかりやすい説明を行ってお
り、併せて、議長の議事進行の一部にナレーションを活用するなど、株主総会を円滑に開
催できるように務めております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社は、年２回決算説明会を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載

自社HPに、決算情報、適時開示資料、有価証券報告書、四半期報告書、事業
報告書（Business Report）、会社説明会資料及び決算説明会動画、株主総会

招集通知、株主総会決議通知書等の情報を提供しており、必要に応じて英文
資料も提供しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画・人財開発部



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、ISO14001とISO9001を取得し、環境保全と品質保証を融合させ、社会に貢献して
おります。また、CSR活動等におきましては、2016年11月にCSR活動取組方針を制定し、経
営理念に掲げられた「社会との良いつながり」を目指して取り組んでおります。当社グルー
プの活動テーマは、①企業情報の開示、②コンプライアンスの徹底とリスクマネジメントの
強化、③人間性の尊重と従業員の就業環境の整備、④取引先からの信頼の獲得と相互発
展、⑤地球環境への対応と保全、⑥地域社会との協調と社会貢献活動の推進、⑦ステー
クホルダーとのコミュニケーションの7項目を中心に取り組んでおります。なお、これらにつ
いては当社ホームページにおいて開示しております。

また、当社は、サステナビリティを巡る課題に対し、適切な対応を行うため「サステナビリ
ティ基本方針」を策定した上で、経営理念において持続可能な社会の実現に貢献すること
を掲げており、優先的に取り組むべき重要課題(マテリアリティ)も特定しております。社会課
題への取り組みを強化するため、2022年4月に「サステナビリティ委員会」を設置後、マテリ
アリティに即したワーキンググループを創設し、リスクに直面する機会の抑制及び収益機
会の拡大の検討を行うなど、全社横断的な取り組みを進めております。サステナビリティへ
の取り組み）　http://www.elematec.com/sustainability/sustainability.html

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（1）　当社は、会社法第362条第４項第６号及び会社法施行規則第100条に規定する「業務の適正を確保するための体制等の整備」について当社
取締役会が決議した内容に沿って、内部統制を整備しております。また、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準」（企業会
計審議会内部統制部会）を基にして、財務報告に影響を与える業務の内部統制の強化を図っております。

（2）　反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係をもたないことを行動基準としております。

2．整備状況

（1）　法令等の遵守体制としましては、コンプライアンス規程を制定し、マネジメント会議にてその運営を協議決定するとともに、人事総務部がその
事務局を務め、コンプライアンスに関する業務を統括しております。また、コンプライアンス規程には内部通報制度を規定し、コンプライアンスに関
する社内の情報の一元化を図るとともに、通報者の保護を考慮しております。

（2）　役員及び社員の職務執行は、職務権限規程及び稟議規程により各役職者の権限と責任、決裁手順が明確化され、適正かつ効率的な運営
体制の強化に努めております。また、これら職務執行に係る文書は、文書管理規程に従い、管理されております。

（3）　グループ各社に対する当社の管理は、関係会社管理規程において、グループ各社担当の当社執行役員及びグループ各社社長が、グルー
プ各社ごとの内部統制を整備し、運用に努める体制としております。なお、グループ各社の業務執行においては、会社所在国の法令や社会倫理
の遵守を優先する体制としております。

（4） 当社は、コンプライアンス上の問題とリスク管理上の問題を合わせて把握し、マネジメント会議がこれらを総括する体制としております。コンプ

ライアンスに関しては上記（１）のとおり人事総務部が所管する体制としております。また、リスク管理に関しては、事業支援部が当社および当社グ
ループのリスク管理に関する業務を所管しており、リスク管理規程に基づき、リスクの把握及び分析並びに分類を行っております。なお、想定され
るリスクが顕在化またはその他重大なリスクが発生した場合は、代表取締役社長の指揮のもと対策本部等を設置し、危機または損害の拡大の抑
制及び鎮静化に努めることとしております。

（5）　反社会的勢力への対応は、上記（１）に記載のコンプライアンスに関する業務を統括しております人事総務部が、警察等の外部専門機関と情
報交換等を行うとともに、事案発生時はこれらの警察等の外部専門機関に通報し相談した上で、弁護士とも連携し組織的に対応する体制を確立
しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、上記の内部統制システムに関する基本的な考え方等に基づき、以下のとおり反社会勢力排除に向けた基本的な考え方を定めるととも
に、体制の整備を図っております。第一に、反社会的勢力や団体には毅然として対応する事をコンプライアンス規程における行動基準の一つとし
て定め、社内に周知及び徹底をさせております。第二に、コンプライアンス統括機関として、コンプライアンス事務局を設置し、情報の集約化を図っ
ております。なお、反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、コンプライアンスに関する業務を統括している人事総務部が、所轄警察や
顧問弁護士等、外部の専門機関と連携して組織的に対応する体制としております。また「特殊暴力防止対策協議会」に加盟する等、反社会的勢
力への対応方法について日ごろから情報収集に努めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

（１）基本方針の内容の概要

当社グループは、エレクトロニクス業界において、伝統的商社機能のほか、情報収集機能、物流機能等を活用し、得意先、仕入先双方に、新たな
付加価値を提供しつつ商材の販売活動を展開しております。

また、当社グループの事業活動においては、株主、得意先、仕入先、従業員にとどまらず、社会的責任をもたらすものとして、地域社会の調和、環
境への配慮等、事業を進めるにあたり広範囲のステークホルダーの利益を最大限に配慮することも必要であると考えており、当社グループの財務
及び事業の方針の決定を支配する者としては、これらステークホルダーの利益に資することに配慮し、当社の企業価値及び株主共同の利益を中
長期的に確保、向上させていく立場にあるべきものと考えております。

一方、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様の自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規模な買付行為があったとし
ても、一概にこれを否定するものではなく、最終的には、株主の自由な意思により判断されるべきであると考えております。

しかしながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社の経営に直ちに大きな影響を与える支配権を取得するものであり、当社の企業価値
及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しています。

このうち、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付行為は不適切と考えざるを得ず、また、その行為を行う者
は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適当であると考えております。　

（２）基本方針の実現に資する取り組み

当社グループは、日々の事業活動を通じて、企業としての社会的責任を果たし、健全な事業成長を遂げることにより、社会の発展に貢献すること
をめざしております。また、多数の株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資して頂くため、中長期的に当社の企業価値の最大化を図っ
てまいります。

企業価値の最大化に向けた経営戦略の具体的な内容につきましては、次の7点であります。

①高付加価値型ビジネスの強化

独自の企画開発、設計機能を強化することに加え、それらを基にしたモジュール化や完成品（ODM）の提案力を強化してまいります。また、高機能
な日本製商材と価格競争力に優れた新興国製商材を使い分け、顧客の要望に合致した最適な解決策を提案してまいります。

②国内外の有力顧客の開拓

国内有力顧客、中国系及び米系有力顧客の獲得に向け、専属チームの新設や顧客開発拠点への当社出店など、経営資源の重点配分を引き続
き行ってまいります。また、これまで強化してきた技術力・品質管理能力等を活用することで、顧客ニーズの深掘りを行い、競争力のある商材や付
加価値のあるサービス等を提供して、顧客基盤の拡大を図ってまいります。

③自動車領域への注力

CASE(コネクティッド、自動運転、シェアリング、電動化)化等の急速な技術革新に対応するため、経営資源を重点配分することに加え、豊田通商グ
ループの持つ様々な機能、ノウハウ及び海外拠点網を活用し、さらなる成長スピードの加速を図ってまいります。

④ポテンシャルエリアの本格開拓

当社グループにとって開拓余地の大きいポテンシャルエリアである、欧米及びASEANの本格開拓を行ってまいります。欧米においては、主に自動
車関連ビジネスへのリソースを積極的に投入し、グローバル顧客に対してのスペックイン活動を強化してまいります。ASEANにおいては、中国から
の生産移管が進むことが想定されることから、得意先の動向を注視し、当社グループのネットワークを活用することで、万全なフォロー体制を整え
てまいります。また、完成品ビジネスにおける中国でのパートナー開拓の成功例を横展開する等、高付加価値型ビジネスを強化してまいります。

⑤開発部の機能強化

事業創出の観点から開発部の機能を見直し、豊田通商グループや戦略地域・拠点との連携を強化してまいります。従来のマーケット推進機能は
そのままに、マーケットの枠を超えて新規大型ビジネスの創出、投融資案件の模索、実行等、全社戦略の推進を行う部隊を設置し、戦略・事業創
出機能を強化してまいります。

⑥M&A・アライアンスによる顧客基盤・事業領域の拡大

顧客基盤、事業領域の拡大を推進するため、当社マーケット戦略との整合性及びエレクトロニクス業界との親和性を重視しつつ、販路の拡大、技
術及び人財の獲得等、積極的な投資を進めてまいります。

⑦サステナビリティと人的資本への取り組み

当社グループは、地球環境に配慮したビジネスの展開及び社会課題への取り組みを実践するため、事業を通じて優先的に取り組むべき重要課題
（マテリアリティ）を特定しております。マテリアリティを軸とするワーキンググループを活性化させ、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。
また、人財育成及びエンゲージメント向上施策等を実行し、人的資本経営を推進してまいります。

（３）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための具体的な取り組み

当社は、前記１．記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組み
として、2007年6月22日開催の第61回定時株主総会で買収防衛策を導入し、2008年6月20日開催の第62回定時株主総会の決議による承認を得
て、これを更新いたしました（更新後の買収防衛策を、以下「本施策」という。）。

しかしながら、その後、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付行為の脅威も相対的に低くなってきていると考
えられ、また、金融商品取引法等の改正等に伴う、大規模買付行為に対する手続の整備、変更の浸透により、株主の皆様が適切な判断をするた
めに必要な情報や時間を確保するという本施策の目的は、一定程度担保されることとなりました。

このような事情を総合的に勘案し、当社は、2011年5月10日開催の取締役会において、2011年6月開催の定時株主総会の終結時に有効期間の満



了を迎える本施策の見直しにつき慎重に検討を行った結果、2011年6月17日開催の当社第65回定時株主総会の終結時をもって本施策を継続しな
いことを決議いたしました。

なお、当社株式の大規模買付行為が行われた場合は、当該大規模買付行為が当社の企業価値または株主共同の利益を毀損するおそれがない
かどうか、積極的な情報収集とその適切な開示に努めるとともに、会社法その他関係法令及び定款の許容する範囲において、当社取締役会が必
要かつ適切であると判断する措置を講じます。また、今後の社会的な趨勢も考慮し、当社取締役会が買収防衛策を再導入する必要があると判断
した場合には、定款の定めに従い、株主総会にその是非をお諮りいたします。　

　

（４）特別な取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社は、前記1．の基本方針を踏まえ、当社の企業価値を向上させ、株主共同の利益を確保するため、前記2．を重点施策として策定しており、こ
れはまさに当社の基本方針に沿うものであります。これら取り組みは、当社の企業価値の向上及び株主共同の利益の確保を目的とするものであ
り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

当社は、当社グループにおける法令遵守及び倫理的行動への意識を醸成し、公正かつ適切な事業活動を行うための「行動倫理コード10か条”CO
DE10”」を定めるとともに、情報開示においては「ディスクロージャー規程」を制定し、株主及び投資家の投資判断に資するよう以下の運用に努め
ております。

（1）目的

①積極的かつ効果的な情報開示や説明責任を果すことにより、ステークホルダーとの信頼関係を構築する。

②情報開示における適時性と公平性を図ることで、当社の企業価値を正しく反映した適正な株価の形成、社会的評価の形成を図る。

③ステークホルダーとの双方向のコミュニケーションを通して、ステークホルダーの声を経営にフィードバックし、企業価値の向上に役立てる。

（2）情報開示主管部門及び情報開示者

情報開示に係る主管部門は人事総務部とし、情報開示者は情報の種別に応じて、担当役員またはその指名を受けた者が行う。

（3）情報開示におけるプロセス

適時開示に該当する情報については、各部門から情報開示主管部門である人事総務部に集約され、東京証券取引所の定める適時開示規則等
に基づき、人事総務部が適時開示の要否の判断を行った後、必要と判断した場合は、当該情報の担当部門が稟議起案し代表取締役社長の承認
を得ることとしております。

その後、決算に関する事項等を含む「決定事実」に関する情報については取締役会決議を経たのちに、「発生事実」に関する情報については、そ
の内容に応じて取締役会決議の要否を判断し、その後に速やかに適時開示を行うこととしております。




